
 資料２－１ 

第 7 回日韓著作権フォーラム及び第 9 回日韓著作権協議について 
（報告） 

 

平成 28 年 2 月 12 日 

文化庁長官官房国際課 

 

 

文化庁においては，平成 21 年度より韓国文化体育観光部との間で著作権に関する協議を

毎年実施しており，平成 23 年 9 月には「著作権及び著作隣接権分野における連携強化に関

する覚書」を交換し，両国間における交流及び協力の強化を図っている。先般，同覚書に

基づき，以下のとおり「日韓著作権フォーラム」を開催するとともに，政府間による協議

を実施した。 

 

 

I. 第 7回日韓著作権フォーラム 

1) 日時：平成 27 年 12 月 14 日（月）13：00～16：10 

2) 場所：京王プラザホテル エミネンスホール 

3) 主催：文化庁，韓国文化体育観光部 

協力：公益社団法人著作権情報センター，韓国著作権委員会 

4) 参加者：約 150 名 

5) 次第： 

 開会挨拶：磯谷桂介 文化庁長官官房審議官 

           Kim, Jang-Ho 文化体育観光部著作権官著作権政策課長 

セッション 1：「韓国の著作権制度における最近の動向」 

講演者：Kim, Hyun-Chol（韓国著作権委員会政策調査室長） 

セッション 2：「デジタル著作権取引所の取組」 

講演者：Han，Ho（韓国著作権委員会流通振興チーム長） 

セッション 3：「インターネット上の著作権侵害対策について」 

講演者：Kim，Young-Youn（韓国文化体育観光部著作権官 

著作権保護課課長補佐） 

パネル・ディスカッション 

ファシリテーター：張睿暎（獨協大学法学部准教授） 

 

II. 第 9回日韓著作権協議 

1) 日時：平成 27 年 12 月 15 日（火）10:00～12:00 

2) 場所：文化庁特別会議室 

3) 出席者：（別添１参照） 

・日本側：文化庁長官官房国際課 匂坂克久 国際課長 外 3名 

    ・韓国側：韓国文化体育観光部著作権政策課 Kim, Jang-Ho 課長 外 8名 

4) 議題： 

・日本及び韓国における著作権制度について意見交換 

・今後の協力について 

 

（以上） 



（別添１） 
 

第 9 回日韓著作権協議 出席者 

 

 

＜日本側：文化庁＞ 

1. 匂坂 克久  文化庁 長官官房 国際課  課長 

2. 俵  幸嗣  文化庁 長官官房 著作権課 著作物流通推進室長 

3. 堀尾 多香  文化庁 長官官房 国際課  専門官 

4. 米岡 亜依子 文化庁 長官官房 国際課  海外協力係主任 

 

 

 

＜韓国側：文化体育観光部・韓国著作権委員会＞ 

1. Kim, Jang-Ho   文化体育観光部 著作権官 著作権政策課 課長 

2. Kim, Young-Youn  文化体育観光部 著作権官 著作権保護課 課長補佐 

3. Jeong, Nai-Hun  文化体育観光部 著作権官 著作権政策課 課長補佐 

4. Choi, Ji-hee     文化体育観光部 著作権官 著作権政策課 課長補佐 

5. Kim, Hyun-Chol   韓国著作権委員会 政策研究室 室長 

6. Han, Ho          韓国著作権委員会 流通振興チーム長 

7. Choi, Jin-Young  韓国著作権委員会 国際協力チーム長 

8. Kim, Hyo-Ju      韓国著作権委員会 国際協力チーム チーム長補佐 

9. Cho, Dong-Gun    韓国著作権委員会 国際協力チーム チーム長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以上） 

 



韓国の著作権制度における

最近の動向

Recent Trends in Korea Copyright System 

KIM, Hyun-chol

(Korea Copyright Commission)

（別添２）



著作権環境の変化と対応の動向

技術環境の変化
- HTTP2
- HTML5
- IOT

流通環境の変化
- ストリーミング
- プラットフォーム

の変化
- キュレーション

の重要性

社会環境の変化
- イノベーション

の強調
- 開放/共有
- 融合経済

T1. グローバル著作権の協力強化

T2. 創作者の権益保護

T3. 著作権の開放と共有

T4. 著作権流通環境の改善

T5. 著作権保護体系の整備

文化および産業
の向上発展

新たな著作権
の均衡達成
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T1.グローバル著作権の協力強化

• 国際条約加入状況

– Universal Copyright Convention : 1987

– Geneva Convention for the Protection of Producers of Phonograms : 1987

– WTO-TRIPS Agreement : 1995

– Berne Convention : 1996

– WCT : 2004

– WPPT : 2008(2009)

– Rome Convention : 2008(2009)

– Brussels Convention(Satellite) : 2011(2012)

• 国際条約加入に関する最近の動向

– Marrakesh Treaty : Ratification(October 8, 2015)
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T1.グローバル著作権の協力強化

• FTA締結および発効の状況 (11)

– 韓・チリFTA(2004)、韓・シンガポールFTA(2006) 、韓・EFTA FTA(2006)、

– 韓・ASEAN FTA(2007)、韓・インドCEPA(2010) 、韓・EU FTA(2011) 

– 韓・ペルーFTA(2011)、韓米FTA(2012)、韓・トルコFTA(2013)

– 韓豪FTA(2014)、韓・カナダFTA(2015)

• FTA署名状況 (4)

– 韓・コロンビアFTA(2013)、韓中FTA(2015)、

– 韓・ニュージーランドFTA(2015)、韓・ベトナムFTA(2015)

• 交渉中の主なFTA 

– 日中韓FTA、韓・中米FTA、RCEP

– TPP(?)
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T2.創作者の権益保護

• 創作者の正当な収益保障方案の検討

– (検討の背景)

• 絵本作家の買い切り契約後、図書、アニメーションなどの爆発的な販売

• 無名ミュージシャン、シナリオ作家などの孤独死

– (検討内容)

• ドイツ、フランスの著作権契約規定を慎重に検討

• 創作者の著作権相談を強化

• 芸術家福祉法制定

• 標準契約書作成の普及
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T3.著作権の開放と共有

• 公共著作物の自由利用 (法第24条の２) 

– (施行年度)

• 2014年7月1日施行

– (公共著作物の範囲)

• 国家または地方自治体の業務上の著作物

• 国家または地方自治体が著作財産権の全部を保有している著作物

– (例外)

• 国家の安全保障に関連した情報が含まれている著作物

• 個人のプライバシーまたは営業秘密に該当する著作物

• 他の法律が公開を制限している情報が含まれている著作物

• 公共の著作物として韓国著作権委員会に著作権登録されている著作物
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T3.著作権の開放と共有

• パブリックドメイン著作物の情報収集/提供強化

– 保護期間満了著作物 / 寄贈著作物

– 外国の共有著作物サイトと連携

• オープンソースソフトウェア情報の提供

– オープンソースソフトウェア情報の収集

– オープンソースソフトウェアライセンスコンサルティング

• 聴覚障害者等のための複製免責規定新設 (法第33条の2) 

– 手話変換および手話の複製、配布、公演および公衆送信が可能

– 字幕作成および複製、配布、公演および公衆送信が可能

• 聴覚障害者の福利増進を目的とする施設

• 公表された著作物に含まれる音声および音響
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T4. 著作権流通環境の改善

• デジタル著作権取引所の運営

• 集中管理制度改善の検討

– (検討の背景)

• 現在の信託管理業許可制および使用料承認制を維持

• 多様な著作物流通ビジネスモデルの登場

• 孤児著作物利用の需要増大

– (検討内容)

• 使用料決定の自主性拡大方法

• 拡大集中許諾制度(ECL)導入の必要性の検討

• 法定許諾プロセスの整備
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T5.著作権保護体系の整備

• 著作権侵害対応の効率性向上

• 刑事罰改善に関する議論の進行

– (法制度的背景)

• TRIPS協定第61条 : 

加盟国は、少なくとも故意による商業的規模（on a commercial 
scale) の商標の不正使用及び著作物の違法な複製について適
用される刑事上の手続き及び刑罰を定める。

• 韓米FTA第18.10条(26) : 

商業的規模(on a commercial scale)の故意的な商標権または著
作権侵害行為に適用される刑事手続及び刑罰を定めなければな
らない。商業的規模の著作権侵害は次の場合を含む。

ア. 重大な故意による(significant willful)著作権侵害

イ. 商業的利益または私的な金銭的利益を目的として行う侵害
9



T5.著作権保護体系の整備
• 刑事罰改善に関する議論の進行

– (法制度的背景)

• 韓米FTA第18.10条(27) : 

権限のある当局は、[著作権侵害]について私人や権利者の公式的な告訴な
しに職権で(ex officio)法的措置(legal action)を開始

• 韓国の著作権法の刑事罰規定 : 

刑事罰の範囲が広い(すべての著作財産権侵害)。親告罪と非親告罪(営利ま
たは常習)が混在

– (社会的背景)

• Copyright troll活用の増加

• Copyleft運動が活発

– (議論の内容)

• 刑事罰の対象を縮小 + 非親告罪化 or

• 非親告罪を縮小
10



T5.著作権保護体系の整備
• 裁判外紛争解決手続(ADR)強化の取り組み

– 著作権紛争調停の実効性拡大の取り組み

– 裁判所と協力し、著作権事件の調停を実施

• 著作権教育の強化

– 青少年教育

• 青少年の著作権への認識を高めるための短期、中期教育を実施

• 教員および保護者を対象とした著作権教育を実施

• 教科書に著作権の内容をより反映させる取り組み

– 大学生教育

• 大学内に著作権教養科目を開設(18校)

• 大学内に著作権専門修士課程を開設予定(2016年、2校)

– 産業従事者教育

• 遠隔教育を活用した教育により受講生を大幅に拡大
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韓国における著作権の主な判例の動向

• リンクの著作権侵害の有無

– (事件番号)

• 大法院 2015. 3. 12. 宣告、2012도13748 判決

– (事実関係)

• サイト運営者(被告人)が会員らが掲示板を通じて外国所在のサーバーにある著
作権侵害物(アップロード物)にリンクを張る行為を黙認

– (裁判所の判断)

• 第1審 : 幇助による刑事責任を認定、第2審 : 幇助責任を否定

• 大法院(最高裁にあたる) : 会員らのリンクを張る行為は著作権侵害の実行行為を
容易ならしめたものではないとし、直接的および間接的な侵害責任を否定

– (判例に対する反応)
• 侵害物のアップロードに対する幇助でなくても、今後公衆送信および複製による侵害の

幇助を認めるべきという批判が提起

• 民法の不法行為責任や不正競争防止法を積極的に活用すべきとの主張も提起
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韓国における著作権の主な判例の動向

• わいせつ物の著作物性認定の可否

– (事件番号)

• 大法院 2015. 6. 11. 宣告、2011도10872判決

– (事実関係)

• ファイル共有サイトに被告人がわいせつ物を含む多数の映像物をアップ
ロードし、ダウンロード回数に比例して対価を受け取った。

– (裁判所の判断)

• 著作物とは…外部に表現したもので「創作的な表現形式」を含んでいれ
ばよく…たとえ内容中に不道徳または違法な部分が含まれていたとして
も、著作権法上、著作物として保護される。

– (判例に対する反応)

• 社会の世論 : 著作権保護に対する強い反対を表明

• 刑法および「児童・青少年の性保護に関する法律」との衝突を問題提起
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Thank You
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Copyright Policy  &   

Ministry of Culture, Sports and Tourism
Republic of Korea

Enforcement in the 
Digital Age

(別添３）



Contents

1. デジタル時代の到来

2. デジタル時代の著作権侵害

3. デジタル時代の著作権保護政策および執行



スマート環境 : コンテンツの流通や供給、配布、
アクセスが容易

ネットワーク技術の発展 : 転送速度の向上

コンテンツの画質の向上

デジタル時代の到来



デジタル時代の著作権侵害
- 違法コピー物流通経路の多様化

2. オフライン1. オンライン



オンライン違法コピー物の流通経路



オフライン違法コピー物の流通経路

龍山、駅周辺など、全国の違法コピー物流通の主要拠点で違法動画DVDを販売
*首都圏で主に販売



著作権保護政策

オンライン

1. 捜査
2. 過料賦課
3. 是正勧告および是正命令
4. モニタリングおよび削除要請
5. 著作権侵害海外サイトへのアクセス遮断

オフライン

1. 捜査および取り締まり
2. 違法コピー物の回収、廃棄



著作権保護政策- オンライン

1. 捜査
2. 過料賦課
3. 是正勧告および是正命令
4. モニタリングおよび削除要請
5. 著作権侵害海外サイトへのアクセス遮断



1. 捜査

デジタル
著作権侵害

科学捜査支援

韓国著作権
委員会



1. 捜査 : 著作権者の告訴などによる特別司法警察捜査

著作権特別司法警察

: 「司法警察官吏の職務を遂行する者とその職務範囲に関する法律」
に依拠

: 著作権侵害に関する取り締まりおよび
著作権侵害に関する犯罪捜査を担当



大検察庁
文化体育観光部

著作権警察

著作権保護課

地方検察庁
鑑定フォレンジック

チーム

韓国著作権委員会

公正利用振興局
業務協力

捜査指揮

ソウル事務所 世宗事務所 釜山事務所 光州事務所 大邱事務所

– 著作権保護と著作権特別司法警察 捜査推進

– 検察庁 捜査指揮

– 韓国著作権委員会 科学捜査支援

1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

<推進体系>



捜査プロセス

告訴、

陳情

内部

調査

被疑者

特定

出頭

要請

被疑者

尋問

捜査
結果

報告
送致

1. 捜査 : 著作権者の告訴などによる特別司法警察捜査



1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

事前調査
デジタル

証拠移送

デジタル

証拠収集

デジタル

証拠分析

デジタル

証拠報告

韓国著作権委員会
(科学捜査支援)

文化体育観光部 / 検察庁

違法著作物で収益を創出する企業のデジタル保存装置のデータがデジタル

証拠としての法的証拠能力を持つことができるよう収集、保管、分析



事前調査

保存装置押収 DBデータ押収ソースコード

証拠分析証拠物コピー

1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

<推進プロセス>

A社の
通報受付

令状請求 証拠分析家宅捜索
(証拠収集)

収集された
証拠物

証拠分析

証拠分析



特殊タイプ
OSP捜査
特殊タイプ
OSP捜査

• webhardなど著作権違反幇助

• webhard詐欺の疑い

• 著作権違反の事実を証明

• 著作権違反犯罪収益金を算出

• 違法改造ゲーム機

• 違法ゲーム複製およびゲームチップ

トレント
サイト
トレント
サイト

• 大規模な著作権侵害の証拠

• 広告ベースに犯罪収益金を算出

違法私設
ゲームサーバー

違法私設
ゲームサーバー

• 著作権違反

• 後援をベースに犯罪収益金を算出

その他の
著作権侵害
その他の

著作権侵害

• 「マルチバン(複合アミューズメントル

ーム)」などの著作物違法流通支援

<著作権侵害捜査の範囲>

1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

ヘビー
アップローダー

ヘビー
アップローダー

オープンマーケット&
ショッピングモール

オープンマーケット&
ショッピングモール



検察/文化体育観光部
Webhard、ゲームチップ
著作権侵害計画捜査

検察/文化体育観光部
Webhard、ゲームチップ
著作権侵害計画捜査

2010-20112010-2011
文化体育観光部
Webhard計画捜査
文化体育観光部
Webhard計画捜査

検察/文化体育観光部
トレント、

モバイルwebhard
計画捜査

検察/文化体育観光部
トレント、

モバイルwebhard
計画捜査

20122012

20132013
文化体育観光部

違法私設ゲームサー
バー計画捜査

文化体育観光部
違法私設ゲームサー
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1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

<事例>



  

トレントサイト捜査
(2013年)

Webhard捜査
(2012年)

1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

<科学捜査および押収現場>



違法私設ゲームサーバー捜査
(2014年)

モバイルwebhard捜査
(2013年)

1. 捜査 : デジタル著作権侵害科学捜査支援

<科学捜査および押収現場>



2. 過料賦課



技術的措置の義務

: 特殊なタイプのOSP(webhard、トレントなど)に対して権利者の要請があった場
合、当該著作物の違法な転送を遮断できるよう技術的措置をとらなければな
らない。

過料賦課

: 履行の有無についてのモニタリングを通じて技術的な措置
をとらなかった場合に過料を課す。

2.過料賦課



3.是正勧告および是正命令

是正勧告および是
正命令に対する

審議

韓国著作権
委員会



3. 是正勧告および是正命令

是正勧告 : 違法コピー物の流通摘発時、複製・転送者に対する警告、

違法コピー物の削除または転送中断、反復的に違法コピー物を

転送した者のアカウント停止をオンラインサービス提供者に勧告

是正命令 : 是正勧告不履行時、オンラインサービス提供者に警告、削除・転送の

中断、アカウント停止、掲示板停止をするよう命令

オンライン上の
違法コピー物に
対する通報
受付・処理

オンライン上の
違法コピー物に
対する相談

オンライン上の
違法コピー物に
対する是正勧告

文化体育観光部
長官の是正命令
要請など

是正勧告
および
是正命令に
対する審議



① 複製転送された違法コピー物などが著作権法の保護の対象であるかどうか

② 複製転送者に違法コピー物などの複製・転送に関する相当な権原があるか
どうか

③ オンラインサービス提供者に対して同一・類似の違法コピー物などに関する
委員会の是正勧告があったかどうか

④ 警告・削除などの命令以外の他の代替的手段があるかどうか

⑤ その他委員会が必要と認める事項

3. 是正勧告および是正命令: 是正勧告

<是正勧告の審議基準>



<是正勧告(警告、削除)細部手続き>

通報サイトCopy112に寄せられた通報や情報提供を通じた調査

最新・イシュー違法著作物、ヘビーアップローダーに対する計画調査
(内部モニタリング)

掲示された違法著作物に対して掲示・転送・実行画面をキャプチャー
(標準時を挿入)

違法コピー物情報(OSP、コピー物名、掲示物、掲示者など)を入力

審議システム登録および分科小委員会開催

当該OSPに是正勧告書を発送(警告、削除)

Step1
調 査

Step2
証拠確保

Step3
認 知

Step4
案件上程

Step5
是正勧告通知

3. 是正勧告および是正命令: 是正勧告



<警告、削除・転送中断命令>

-オンラインを通じて違法コピー物、技術的保護措置を無力化するプログラムおよび
これらの位置情報などが流通していることを確認した場合
-職権または当該権利者の通報により
-オンラインサービス提供者にコピー物の削除または転送中断、当該違法コピー物
の複製・転送者に警告措置を行うことを命令

3. 是正勧告および是正命令: 是正命令

韓国著作権委員会文化体育観光部長官

オンラインサービス提供者 複製・転送者

③命令処分
-複製・転送者に
対する警告
-違法コピー物の
削除または転送中断

⑤措置結果通知(5日以内)

②YES(7日以内)

④複製・転送者に対する警告

①審議要請
-複製・転送者に対する警告
-違法コピー物の削除または転送中断



<アカウント停止命令>

-違法コピー物などの転送によりすでに3度の警告を受けた複製·転送者が

再度違法コピー物を転送した場合

-当該複製・転送者のアカウントを6ヵ月以内の期間停止するよう命令

3. 是正勧告および是正命令: 是正命令

韓国著作権委員会文化体育観光部長官

オンラインサービス提供者 複製・転送者

③アカウント
停止命令処分
(6ヵ月以内)

④アカウント停止を通知(7日前)

②YES(14日以内)

⑤措置結果通知(10日以内)

①審議要請
-第1項第1号の警告を3回以上受けた
複製・転送者のアカウント停止



<掲示板停止命令>

3. 是正勧告および是正命令: 是正命令

- 商業的利益や利用における便宜を提供する掲示板に収録されている掲示

物に対して3回以上削除または中断命令が下され、

- 当該掲示板の形態、違法コピー物の数量、違法コピー物の性質などに鑑

みて当該掲示板は違法コピー物を流通させようとする意図が明白な場合

韓国著作権委員会

文化体育観光部長官

オンラインサービス提供者

③アカウント
停止命令処分
(6ヵ月以内)

②YES(14日以内)

⑤措置結果通知(15日以内)

④ホームページおよび当該掲示板に命令事項を掲示(10日前)

①審議要請
-第1項第2号の削除または転
送中断命令を3回以上受けた
掲示板の停止



4.モニタリングおよび削除要請



365日、常時オンライン在宅モニタリングを通じて

* 障害者、キャリアの途切れた女性などを雇用

キラーコンテンツ摘発および集中管理

新規侵害タイプ

(モバイルwebhard、トレント、

ストリーミングリンクサイトなど)に対する早期対応

4.モニタリングおよび削除要請: 在宅モニタリング



違法コピー物自動認識機能を活用した

モニタリングシステム運営により

違法コピー物24時間監視体制を構築

4. モニタリングおよび削除要請
: 違法コピー物追跡管理システム(ICOP)



<ICOP運営サーバー>

<ICOP統合運営室>



<ICOP DB保存画面>

<ICOPモニタリング画面>



5.著作権侵害海外サイトへのアクセス遮断

著作権侵害海外
サイトへの

アクセス遮断

韓国著作権委員会
文化体育観光部

放送通信審議委員会



海外にサーバーを置いているトレントおよびストリーミン

グサイトの場合、韓国国内の著作権法上の是正勧告等

の行政措置ができない

モニタリングおよび証拠資料収集を通じて

アクセス遮断を推進

5.著作権侵害海外サイトへのアクセス遮断



<アクセス遮断プロセス>

5. 著作権侵害海外サイトへのアクセス遮断

文化体育観光部 放送通信審議委員会

権利者

インターネット事業者
（アクセス遮断）

侵害通報 結果通知 遮断要請 是正勧告

韓国著作権委員会

・審議結果確認 ・アクセス遮断審議・侵害証拠収集

・違法性審議 ・遮断対象確定



著作権保護政策 – オフライン

違法コピー物の
回収、廃棄

著作権
保護センター



1. 捜査および取り締まり

∘捜査 : 製作、流通業者を対象に捜査を実施

∘取り締まり、回収 : 全国の販売商を対象に取り締まり、回収

∘広報およびキャンペーン : 大量に流通する場所(高速道路
サービスエリアなど)を対象とした国民向け広報、関連機関
合同違法SDカード流通根絶キャンペーン



全国の違法コピー物の主要流通拠点(駅周辺、繁華街などの露天)を中心に取り締まり

大規模な製作・流通業者に対する計画取り締まりを実施

龍山違法コピー物取り締まり・通報センターを運営、60歳以上のシルバー監視員

(20名)を運営
<違法コピー物取り締まり> <龍山違法コピー物取り締まり・通報センター> <シルバー監視員活動>

2. 違法コピー物の回収、廃棄



ありがとう
ございました。


